
資料２

２．各業務の概要



 

概要書（総合評価落札方式） 

 

１．業務名   令和４年度 ○○積算
せきさん

技術
ぎじゅつ

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、工事の設計書作成に必要となる工事発注図面及び数量総括表（数量計算書）、積

算資料、積算システムへの積算データ入力等の作成支援を行うことにより、業務発注担当部署

における工事発注の円滑化を図ることを目的とする。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、工事の設計書作成に必要となる資料の作成等を支援する業務であり、仕様が確定

しており、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

・積算に必要な現地調査 

・工事発注図面及び数量総括表（数量計算書）の作成 

・積算資料作成 

・積算システムへの積算データ入力（データリストの作成） 

 

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う

公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ

業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業

務、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務 

※応募要件を満たす企業：６２０者程度 
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【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木工

事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務 

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注したCM業務、

ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務の概略設計・予備設計・詳細設

計、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始         令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○積算技術業務総合評価方式

本業務は、工事の設計書作成に必要となる工事発注図面及び数量総括表（数量計算
書）、積算資料、積算システムへの積算データ入力等の作成支援を行うことにより、業
務発注担当部署における工事発注の円滑化を図ることを目的とする。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

詳細設計 ・構造計算等を行い図面を作成

発注方針の決定

積算に必要な現地調査

・発注する区間や順序などを決定

工事発注図書及び数量総括表（数量計算書）の作成

予定価格の作成

発注図書の確定

［受注者］

［発注者］

［設計業務受注者］

［発注者］

［受注者］

入札・契約

［発注者］

積算技術業務

積算資料の作成

積算システムへの積算データ入力（データリストの作成）

［受注者］

［受注者］

（工事数量の集計）

3



中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○資料作成業務に
係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者である
こと。

中立公平性に

関する要件

・本業務の履行期間中に工期がある当該業務発注者の工事を受注していること、又は工事の下請けをしている者、及びその発注工事に参加
している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をし
ている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行
政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調
査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○積算技術業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②一級土木施工管理技士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④（一社）全日本建設技術協会による公共工事品質確保技術者（Ⅰ）又は公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は発注者が認めた同等
の資格を有する者

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理 補助業務

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注したＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計における概略･予備･詳
細設計業務、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○積算技術業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○積算技術業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

 

 

１．業務名   令和４年度 ○○工事
こ う じ

監督
かんとく

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、工事実施の監督補助を行うものであり、調査職員を支援し、当該発注工事の円滑

な履行及び品質確保を図ることを目的とする。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、工事実施の監督補助を行うものであり、仕様が確定しており、提案や工夫を求め

ることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

・請負工事の契約の履行に必要な資料作成等 

・請負工事の施工状況の照合等 

・地元及び関係機関との協議・調整に必要な資料の作成 

・工事検査等への臨場 

・その他（工事契約上重大な事案等が発見された場合の報告、災害発生時及び、その恐れがあ

る場合など緊急時の情報の収集等） 

 

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う

公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ

業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業

務、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務 
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※応募要件を満たす企業：６２０者程度 

 

【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木工

事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務 

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注したCM業務、

ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務の概略設計・予備設計・詳細設

計、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始         令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○工事監督支援業務総合評価方式

本業務は、工事実施の監督補助を行うものであり、調査職員を支援し、当該発注工事
の円滑な履行及び品質確保を図ることを目的とする。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

工事発注

・請負工事の契約の履行に必要な資料作成等

・請負工事の施工状況の照合等

・地元及び関係機関との協議・調整に必要な資料の作成

・工事検査等の臨場

・その他

工事完成検査

［受注者］

［発注者］ 施工業者との協議

目的物の引き渡し

［発注者］

工事監督支援業務

（設計変更協議用資料の作成）

（河川護岸用かごマットの材料確認）

受注者

受注者

（現場状況の照合を実施）

受注者
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○資料作成業務に
係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者である
こと。

中立公平性に

関する要件

・本業務の履行期間中に工期がある当該業務発注者の工事を受注していること、又は工事の下請けをしている者、及びその発注工事に参加
している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をし
ている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行
政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調
査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○工事監督支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②一級土木施工管理技士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④（一社）全日本建設技術協会による公共工事品質確保技術者（Ⅰ）又は公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は発注者が認めた同等
の資格を有する者

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理 補助業務

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注したＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計における概略･予備･詳
細設計業務、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○工事監督支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○工事監督支援業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

 

 

１．業務名   令和４年度 ○○技術
ぎじゅつ

審査
し ん さ

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、総合評価落札方式による工事発注において、工事発注資料（公告文（案）、入札

説明書（案））作成、及び工事入札参加者から提出があった競争参加資格確認申請書等の分析・

整理、ヒアリング記録作成等を行うことを目的とする。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、公共工事の品質確保を目的とした総合評価落札方式による工事発注を支援する

業務であり、仕様が確定しており、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期

待できるため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

・工事発注資料の作成 

・競争参加資格確認申請書等の分析・整理 

 

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う

公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ

業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業

務、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務 

※応募要件を満たす企業：６２０者程度 
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【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木工

事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務 

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注したCM業務、

ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務の概略設計・予備設計・詳細設

計、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始         令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○技術審査業務総合評価方式

本業務は、総合評価落札方式による工事発注において、工事発注資料（公告文（案）、
入札説明書（案））作成、及び工事入札参加者から提出があった競争参加資格確認申
請書等の分析・整理、ヒアリング記録作成等を行うことを目的とする。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

公告（公募）

応 募

受 付

総合評価項目の分析・整理

技術評価

［受注者］

［発注者］

［発注者］

［発注者］

入 札［発注者］ ［工事入札参加希望者］

総合評価

落札者の決定［発注者］

技術審査業務

競争参加資格の確認・整理

［工事入札参加希望者］ ・技術提案書

・工事実績、

配置予定技術者等

（技術資料の提出）

［受注者］

技術審査業務

工事発注資料の作成［受注者］

現地調査

［受注者］

（審査資料の作成）
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

中立公平性に

関する要件

・本業務の履行期間中に工期がある当該業務発注者の工事を受注していること、又は工事の下請けをしている者、及びその発注工事に参加
している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をし
ている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行
政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調
査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○技術審査業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②一級土木施工管理技士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④（一社）全日本建設技術協会による公共工事品質確保技術者（Ⅰ）又は公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は発注者が認めた同等
の資格を有する者

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理 補助業務

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注したＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計における概略･予備･詳
細設計業務、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○技術審査業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○技術審査業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

 

１．業務名   令和４年度 ○○河川
か せ ん

巡視
じゅんし

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、○○水系の指定区間外区間（国土交通省直轄管理区間）のうちで、○○河川事務

所が所管する河川区域、河川予定地及び河川保全区域（以下「巡視区域」という。）を巡視す

ることで、河川管理業務の支援を行うものである。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、国土交通省直轄管理区間における河川管理業務を支援する業務であり、仕様が確

定しており、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

・河川区域等における違法行為の発見及び報告 

・河川管理施設及び許可工作物の維持管理の状況の把握 

・河川空間の利用に関わる情報収集 

・河川の自然環境に関わる情報収集 

・巡視結果の記録・報告 

・巡視車両の運行と日常点検 

 

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

業  務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人、又は大規模な土木工事を行

う公益民間企業が発注した公物管理補助業務（河川又は道路）、発注者支援業務、

行政事務補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務

（河川又は道路）、調査検討・計画策定業務(河川又は道路)、管理施設調査・運用・

点検業務、測量業務、地質調査業務。 

※応募要件を満たす企業：６２０者 

 

【配置予定管理技術者】 
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平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務： 国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、

大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した公物管理補助業務（河川）(類す

る業務を含む）、発注者支援業務（類する業務を含む。）、行政事務補助業務（類す

る業務を含む） 

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した調査検

討・計画策定業務（河川）、管理施設調査・運用・点検業務（河川）、土木設計業務

（河川）の予備設計、詳細設計、土木工事の監理技術者又は主任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始         令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○河川巡視支援業務総合評価方式

本業務は、○○水系の指定区間外区間（国土交通省直轄管理区間）のうちで、○○
河川事務所が所管する河川区域、河川予定地及び河川保全区域（以下「巡視区域」と
いう。）を巡視することで、河川管理業務の支援を行うものである。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

違法行為の発見及び報告 河川管理施設の維持管理の状況の把握

①流水の占用状況
②土地の占用状況
③土地の形状変更等状況
④ゴミ、汚水の排出の状況
⑤保全区域・河川予定地にお

ける状況 等

①堤防の状況
②堰・水門等構造物の状況
③護岸・根固及び水制の状況
④許可工作物の状況
⑤河道の状況
⑥安全施設の状況 等

①河川敷ゴルフ等の危険行為
の状況

②ラジコン・モトクロス等の
利用状況

③不定住者等の生活の状況
④イベント等の利用状況 等

①河川の水質に関する状況
②季節的な自然環境の変化
③自然保護上重要な生物の
生息状況 等

河川区域等における
違法行為の発見及び報告

河川管理施設及び許可工作物の
維持管理の状況の把握

河川空間の
利用に関わる情報収集

河川の
自然環境に関わる情報収集

1
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参
加
表
明
者
（企
業
）

基
本
的

要
件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再
生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を
受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受け
た者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停止の措置を
受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状
態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公
示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○河川巡視支援業務に係る設計共同体とし
ての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者であること。

入札参加者
間の公平性

・入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

①資本関係 ②人的関係 ③その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合。

中立公平性に

関する要件

・業務対象河川内の占用者等及びその占用者等と資本面・人事面等で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社等の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実施

体制に

関する要件

・競争参加資格確認申請者は、対象となる巡視区間が所在する○○県と同一の都道府県内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行
うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。 ・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は含まない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政事務補助業
務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調査・運用・点検業務、測量
業務、地質調査業務

令和４年度 ○○河川巡視支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／３】
中部地方整備局 ○○事務所

応募要件を満たす企業 約６２０者
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

管理技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②河川維持管理技術者

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者 （平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④一級土木施工管理技士

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

⑥河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑦河川又は道路関係の技術的行政経験を２０年以上有する者

業務実施に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有すること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認めない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った業務実績
も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は類似業務の経験も実
績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長すること
ができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注
した発注者支援業務（類する業務を含む）、行政事務補助業務（類する業務を含む。）、公物管理補助業務（河川）（類する業務を
含む）。

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を
行う公益民間企業が発注した調査検討・計画策定業務（河川）、管理施設調査・運用・点検業務（河川）、土木設計業務（河川）の
予備設計、詳細設計、土木工事の監理技術者又は主任技術者の業務

直接的

雇用関係
本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量に

関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

令和４年度 ○○河川巡視支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／３】

中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

担当技術者

資格要件に関
する要件

以下の１）～３）のいずれかの場合に該当すること。

１）全ての予定担当技術者は、以下のいずれかの資格等を有すること。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）、技術士補

②河川維持管理技術者、河川点検士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級・２級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④一級土木施工管理技士、一級土木施工管理技士補、二級土木施工管理技士

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

⑥河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑦河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者

２）予定担当技術者のうち１名以上が、以下のいずれかの資格等を有する場合、別の予定担当技術者のうち１名に限り、資格等を有することを求
めな

い。その他の予定担当技術者については、１）に掲げるいずれかの資格等を有すること。

①河川維持管理技術者

②河川点検士

３）配置予定管理技術者が、河川維持管理技術者の資格を有する場合、複数の配置予定担当技術者のうち１名に限り、資格等を有することを求め
ない。

その他の予定担当技術者については、１）に掲げる資格等を有すること。

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○河川巡視支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ３／３】

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○河川巡視支援業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格評価点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格評価点＋技術評価点 （加算方式）

○価格評価点と技術評価点の配分 ＝ １ ： ２
（ 価格評価点３０点 ： 技術評価点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術評価点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 資格要件 ： 技術者資格
・ 専門技術力 ： 業務実績

２点
３点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

 

１．業務名   令和４年度 ○○河川
か せ ん

許認可
きょにんか

審査
し ん さ

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、○○○川水系のうちで○○○○○事務所が所管する河川等の適正な利用と管理

を図るため、河川管理者が行う許認可等の審査・指導の支援として、関連する調査や資料整理、

申請者等に対する窓口対応、申請手続についての指導、現地調査等の業務を実施することで、

河川管理業務の支援を行う業務である。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、河川管理者が行う許認可等の審査・指導を支援する業務であり、仕様が確定して

おり、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

・河川法等に基づく各種申請書類・届出の事前協議、受付、事前整理、審査（形式、内容）の

支援 

・河川現況台帳（法定台帳）・付図等の補正及び整備については、許可処分後の整理事項を台

帳・付図等に記載・削除等の整理の業務支援 

 

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

業  務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人、又は大規模な土木工事を行

う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政事務補助業務、公物管理補助業務

（河川又は道路）、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務

（河川又は道路）、調査検討・計画策定業務（河川又は道路）、管理施設調査・運用・

点検業務、測量業務、地質調査業務。 

※応募要件を満たす企業：６２０者程度 
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【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、

地方公社、公益法人が発注した公物管理補助業務（河川）（類する業務を含む。）、

発注者支援業務（類する業務を含む。）、行政事務補助業務（類する業務を含む）、

管理施設調査・運用・点検業務（河川） 

類似業務：大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事に関する公物管理補助

業務（河川）（類する業務を含む。）、発注者支援業務（類する業務を含む。）、管理

施設調査・運用・点検業務（河川） 

国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した調査検

討・計画策定業務（河川）、土木設計業務（河川）の予備設計、詳細設計、土木工事

の監理技術者又は主任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始        令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○河川許認可審査支援業務総合評価方式

本業務は、○○○川水系のうちで○○○○○事務所が所管する河川等の適正な利用と管理を
図るため、河川管理者が行う許認可等の審査・指導の支援として、関連する調査や資料整理、申
請者等に対する窓口対応、申請手続についての指導、現地調査等の業務を実施することで、河川
管理業務の支援を行う業務である。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

申請手続についての指導

河川法２３条（水利使用許可）
○流水の量的使用（水利権）、水面の使用
○水利施設等の審査及び確認

河川法２４、２６条（河川の占用、工作物設置の許可）
○公園、広場、運動場等の面的利用
○ダム、堰、揚水樋管、揚水機場等の水利施設
○橋梁、上下水道管、電線、排水施設 等

河川法２５、２７条（土石等の採取、掘削等）
○砂利採取、竹木の採取等の許可
○土地の形状の変更

河川法２０条（河川管理のための工事）
○河川工事の申請受付、審査、書類整理

申請書類について、河川関係法
令等に基づく、審査及び実施状況
の確認

関連する調査や資料整理

河川現況台帳、付図、水利台帳、不法占
用台帳、構造物台帳 等
の記載、修正、整理 等

不法占用、不法取水、放置車両等につい
ての現地状況の把握

河川区域と民地との境界について、地元地
権者と現地立会を行い、境界の調査

現地調査等

1
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けてい
ること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続
き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けている
こと）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者
を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停止の措置を受け
ていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が
継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令
和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○河川許認可審査支援業務に係る設計共同体としての
競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者であること。

入札参
加者間
の公平
性

・入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

①資本関係

②人的関係

③その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

中立公平性に

関する要件

・業務対象河川内の占用者等及びその占用者等と資本面・人事面等で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

設計共同体における業務実績に関する要件は、代表者、構成員どちらかに業務の実績を有している場合に認める。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政事務補助業務、
公物管理補助業務（河川又は道路）、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務（河川又は道路）、調査検討・計画策定業務（河川又は道
路）、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

令和４年度 ○○河川許認可審査支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／３】
中部地方整備局 ○○事務所

2

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

管理技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②河川維持管理技術者

③一級土木施工管理技士

④土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）
⑥河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者
⑦河川又は道路関係の技術的行政経験を２０年以上有する者

業務実績に

関する要件

平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有す
ること。ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績とし
て認めない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、地方公社、公益法人が発注した
公物管理補助業務（河川）（類する業務を含む。）、発注者支援業務（類する業務を含む。）、行政事務補助業務（類する
業務を含む。）、管理施設調査・運用・点検業務（河川）

○類似業務：大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事に関する公物管理補助業務（河川）（類する業務を含む。）、
発注者支援業務（類する業務を含む。）、管理施設調査・運用・点検業務（河川）

国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、地方公社、公益法人又は大規模
な土木工事を行う公益民間企業が発注した調査検討・計画策定業務（河川）、土木設計業務（河川）の予備設計、詳細
設計、土木工事の監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が5億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

令和４年度 ○○河川許認可審査支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／３】

中部地方整備局 ○○事務所

3
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

令和４年度 ○○河川許認可審査支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ３／３】

中部地方整備局 ○○事務所

4

評価項目 競争資格要件

配置予定

担当技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの資格等を有する者。

なお、１つの履行場所（業務対象事務所又は出張所）において、担当技術者を複数名配置する場合、１名が以下のいずれかの資
格等を有すること。ただし、資格を満たす担当技術者の配置割合は、当該履行場所に配置する担当技術者全体の１／３（人）を下
回ってはならない。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）、技術士補（建設部門）

②河川維持管理技術者

③河川点検士

④一級土木施工管理技士、一級土木施工管理技士補又は二級土木施工管理技士

⑤土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者、土木学会１級土木技術者又は土木学会２級土木技術者

⑥ＲＣＣＭまたはＲＣＣＭと同等の能力を有する者(技術士部門と同様の部門に限る。）

⑦河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑧河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者

⑨「配置予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務」の実務経験が１年以上の者

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。
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令和４年度 ○○河川許認可審査支援業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格評価点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

８０点

○総合評価点 ＝ 価格評価点＋技術評価点 （加算方式）

○価格評価点と技術評価点の配分 ＝ １ ： ２

（ 価格評価点３０点 ： 技術評価点６０点 ）【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術評価点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） １５点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） ５点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所

5
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概要書（総合評価落札方式） 

 

１．業務名   令和４年度 ○○ダム管理
か ん り

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、○○ダムにおけるダム、貯水池及び関連施設等に関する操作、監視、データ整理、 

資料作成、情報連絡等の管理業務支援を行うものでる。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、ダムの管理に関する支援をする業務であり、仕様が確定しており、提案や工夫を

求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

〇ダム操作・監視等の支援 

  ・巡視及び機器監視業務 

・ゲート放流操作補助 

・観測データ等整理 

・ダム管理資料整理 

〇情報連絡支援 

・情報の連絡、点検（夜間・休日） 

 

 ９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人、又は大規模な土木工事を行う

公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政事務補助業務、公物管理補助業務

(河川又は道路)、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務(河

川又は道路)、調査検討・計画策定業務(河川又は道路)、管理施設調査・運用・点
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検業務(河川又は道路)、測量業務、地質調査業務。 

※応募要件を満たす企業：６２０者程度 

 

【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注

した公物管理補助業務（河川、ダム）（類する業務を含む）、発注者支援業務（類す

る業務を含む）、行政事務補助業務（類する業務を含む）。 

類似業務： 

・地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、地方公社、公益法人が発注した公

物管理補助業務（河川、ダム）（類する業務を含む）、発注者支援業務（類する業務

を含む）、行政事務補助業務（類する業務を含む）。 

・国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した調査検

討・計画策定業務（河川、ダム）、管理施設調査・運用・点検業務（河川、ダム）、

土木設計業務（河川、ダム）の予備設計、詳細設計、土木工事の監理技術者又は主

任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始         令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○ダム管理支援業務総合評価方式

本業務は、○○ダムにおけるダム、貯水池及び関連施設等に関する操作、監視、
データ整理、資料作成、情報連絡等の管理業務支援を行うものでる。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

１．巡視及び機器監視
・堤体及び貯水池等の巡視、監視、記録の作成、整理
・放流設備など機械設備の監視及び記録の作成、整理
・電気、通信設備等の稼働状況の監視、巡視及び記録
の整理

２．ゲート放流操作補助
・ゲート操作時の補助及びダム放流時の関係機関への
絡、記録の作成、整理

３．観測データ等整理
・ダムで観測しているデータ（漏水量・揚圧力・水文・水
質データ 等）の観測、整理、記録の作成

４．ダム管理資料整理
・ダム管理資料の作成補助
・工事に関する業務資料の作成
・ダム管理日誌への記載
・各種台帳の更新・整理

ダム操作・監視等の支援 情報連絡支援

１．情報の連絡、点検（夜間・休日）
ダム等に関する情報の確認、受理
必要に応じて職員へ連絡
ダム及び周辺の外観点検を実施

【ダム等に関する情報の具体例】
・水位又は雨量情報
・ゲート設備等からの操作要求、作動異常
・気象、地震情報（注意報、警報、震度 など）

ゲート操作補助ゲート操作補助貯水池等の巡視 施設点検

1
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。（会社更生法（平
成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、
手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ
と。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令和２年１２月１６日付け
中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から○○○○○○業務に係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を
当該業務の開札日までに受けている者であること。

入札参
加者間
の公平
性

・入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

①資本関係

②人的関係

③その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

中立公平性に

関する要件

・業務対象区間の占用者等及びその占用者等と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実施体制に

関する要件

・当該業務対象施設の都道府県内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務（河川又は
道路）、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務（河川又は道路）、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

令和４年度 ○○ダム管理支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／３】
中部地方整備局 ○○事務所

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度



中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定管理

技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

③河川法施行規則第27条の2第1項第1号に基づく登録試験（ダム管理技士試験）に合格あるいは第2号の研修を終了したもの。

④河川法第50条第1項の管理主任技術者の経験を5年以上有する者

⑤一級土木施工管理技士

⑥河川法第77条第1項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑦ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

⑧河川又は道路関係の技術的行政経験を２０年以上有する者

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した公物管理補助業務（河川、ダ
ム）（類する業務を含む）、発注者支援業務（類する業務を含む）、行政事務補助業務（類する業務を含む）。

○類似業務：

・地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、地方公社、公益法人が発注した公物管理補助業務（河川、ダム）（類す
る業務を含む）、発注者支援業務（類する業務を含む）、行政事務補助業務（類する業務を含む）。

・国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模
な土木工事を行う公益民間企業が発注した調査検討・計画策定業務（河川、ダム）、管理施設調査・運用・点検業務（河
川、ダム）、土木設計業務（河川、ダム）の予備設計、詳細設計、土木工事の監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が5億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

令和４年度 ○○ダム管理支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／３】

中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定担当

技術者
資格要件に

関する要件

以下のいずれかの資格等を有するもの。なお、１つの履行場所（業務対象施設）において、担当技術者を複数名配置する場合、うち
１名については、資格を満たす必要はない。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）、技術士補（建設又は建設部門）

②土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者、土木学会１級土木技術者又は土木学会２級土木技術者

③河川法施行規則第27条の2第1項第1号に基づく登録試験（ダム管理技士試験）に合格あるいは第2号の研修を修了した者。

④河川法第50条第1項の管理主任技術者の経験を5年以上有する者

⑤一級土木施工管理技士、一級土木施工管理技士補又は二級土木施工管理技士

⑥ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者(技術士部門と同様の部門に限る。）

⑦河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑧河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者

⑨予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務の実務経験が１年以上の者

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○ダム管理支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／３】

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○ダム管理支援業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格評価点＋技術評価点 （加算方式）

○価格評価点と技術評価点の配分 ＝ １ ： ２
（ 価格評価点３０点 ： 技術評価点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

 

１．業務名   令和４年度 ○○堰
せき

・排水機場
はいすいきじょう

等
など

管理
か ん り

支援
し え ん

業務
ぎょうむ

 

 

２．業務概要  

本業務は、河川における洪水・高潮等による災害発生の防止、流水の適正な利用、正常な機

能の維持等を図るため、所管する堰や排水機場及び樋門等の操作支援及びそのために必要な

情報の収集、並びに目視による点検を実施することで、当該施設管理の支援を行うことを目的

とする。 

 

３．業務種別  土木関係建設コンサルタント 

 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、堰や排水機場及び樋門等の操作支援及び目視による点検等を支援する業務であ

り、仕様が確定しており、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できる

ため。 

 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

 

７．予定金額 ○○百万円程度 

 

８．業務内容 

・堰・排水機場等の操作支援 

・操作に必要な水理・水文情報、気象情報等の収集整理及び操作状況の関係機関への情報伝達 

・堰・排水機場及びその周辺施設が常に良好な状態に維持されるよう、目視による点検並び 

に調査職員との情報連絡 

・施設管理に関する記録・資料作成の支援 

 

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

業  務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う

公益民間企業が発注した発注者支援業務、公物管理補助業務（河川又は道路）、行

政事務補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務（河

川又は道路）、調査検討・計画策定業務（河川又は道路）、管理施設調査・運用・点
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検業務、測量業務、地質調査業務。 

※応募要件を満たす企業：６２０者程度 

【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務： 国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）

又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した公物管理補助業務（河川）

（類する業務を含む。）、発注者支援業務（類する業務を含む。）、行政事務補助業

務（類する業務を含む。） 

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した調査検

討・計画策定業務（河川）、管理施設調査・運用・点検業務（河川）、土木設計業務

（河川）の予備設計、詳細設計、土木工事の監理技術者又は主任技術者の業務 

 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始         令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知             令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日              令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○堰・排水機場等管理支援業務総合評価方式

本業務は、河川における洪水・高潮等による災害発生の防止、流水の適正な利用、正
常な機能の維持等を図るため、所管する堰や排水機場及び樋門等の操作支援及びそ
のために必要な情報の収集、並びに目視による点検を実施することで、当該施設管理
の支援を行うことを目的とする。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

◆操作支援

●業務対象施設の操作規則又は操作要領に基づき、

堰・排水機場等の操作支援を行う。

◆操作に必要な情報の収集

●操作に必要な水理・水文情報、気象情報等の収集・整理

及び操作状況の関係機関への情報伝達を行う。

◆目視による点検並びに調査職員との情報連絡

●堰・排水機場等本体及びその周辺施設が常に良好な状

態に維持されるよう、目視による点検並びに調査職員との情

報連絡を行う。

◆施設管理に関する記録・資料作成の支援

●操作記録、目視による点検記録及び出水記録などの記

録・資料作成の支援を行う。

目視による点検目視による点検

情報の収集情報の収集目視による点検目視による点検

目視による点検目視による点検
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の認定を受けていること。（会
社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがな
されている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の再認定を受けた者を除く。）で
ないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停止の措置を受けていないこ
と。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続してい
る者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令和２年１２
月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○堰・排水機場等管理支援業務に係る設計共同体としての競争参加者の資
格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者であること。

入札参
加者間
の公平
性

・入札に参加しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと。

①資本関係

②人的関係

③その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合

中立公平性に

関する要件

・本業務の履行期間中に工期がある当該業務発注者の工事を受注していること、又は工事の下請けをしている者、及びその発注工事に参加している者と資本面・人事面
で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。ただし、本業務の契約日までに下請け契約が終了している場合は、本業務の入札に参加できるものとする。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をしている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実施体制に

関する要件

・当該業務対象施設と同一の県内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。（対象施設が複数の都道府県にまたが
る場合は、そのいずれかの都道府県に業務拠点を有すること。）

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

設計共同体における業務実績に関する要件は、代表者、構成員どちらかに業務の実績を有している場合に認める。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、

公物管理補助業務（河川又は道路）、行政事務補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務（河川又は道路）、調査検討・計画策定業務（河川
又は道路）、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務。

令和４年度 ○○堰・排水機場等管理支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所

応募要件を満たす企業 ：６２０者程度
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評価項目 競争資格要件

配置予定

管理技術
者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②河川維持管理技術者

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は一級土木技術者（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④一級土木施工管理技士

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

⑥河川法施行規則第２７条の２第１項１号に基づく登録試験（ダム管理技士試験）に合格あるいは第２号の研修を修了した者

⑦河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑧河川又は道路関係の技術的行政経験を２０年以上有する者

⑨業務発注担当部署が業務内容のうち、排水機場管理支援が相当程度含まれると判断するものについては、以下の資格等を加える。

・一級ポンプ施設管理技術者の資格を有し、同種及び類似業務の経験を５年以上有する者。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有すること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認めない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った業務実績も同種又は類似業務として認
める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した公物管理補助業
務（河川）（類する業務を含む。）、発注者支援業務（類する業務を含む。）、行政事務補助業務（類する業務を含む。）

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く。）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注
した調査検討・計画策定業務（河川）、管理施設調査・運用・点検業務（河川）、・土木設計業務（河川）の予備設計、詳細設計、土木工事の監理技術者又は
主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

配置予定

担当技術
者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。なお、１つの履行場所（業務対象施設）において、担当技術者を複数名配置する場合、うち１名に
ついては資格を満たす必要はない。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）、技術士補（建設部門）

②河川維持管理技術者

③河川点検士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者、一級土木技術者又は二級土木技術者 （平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④一級土木施工管理技士、一級土木施工管理技士補もしくは二級土木施工管理技士

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

⑥河川法施行規則第２７条の２第１項１号に基づく登録試験（ダム管理技士試験）に合格あるいは第２号の研修を修了した者

⑦河川法第７７条第１項の河川監理員の経験を１年以上有する者

⑧河川又は道路関係の技術的行政経験を５年以上有する者

⑨「配置予定管理技術者に必要とされる同種又は類似業務」の実務経験が１年以上の者

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○堰・排水機場等管理支援業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○堰・排水機場等管理支援業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格評価点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格評価点＋技術評価点 （加算方式）

○価格評価点と技術評価点の配分 ＝ １ ： ２

（ 価格評価点３０点 ： 技術評価点６０点 ）【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術評価点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

１．業務名 令和４年度 ○○道路
ど う ろ

許認可
きょにんか

審査
し ん さ

・適性化
てきせいか

指導
し ど う

業務
ぎょうむ

 

２．業務概要 

本業務は、○○国道事務所及び出張所において、道路法に基づき道路の適正な利用と管理を

図るため各種申請等の審査･指導等及び道路の不正使用･不法占用の指導取締り等の補助的業

務を行うものであり、円滑な行政手続き等により適切な道路管理を推進することを目的とす

る。 

３．業務種別 土木関係建設コンサルタント 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、円滑な行政手続き等による適切な道路管理を支援する業務であり、仕様が確定し

ており、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日 

７．予定金額 ○○百万円程度 

８．業務内容 

・道路法に基づく申請書類の受付及び審査等

・苦情申立（行政相談）等に係る受付、伝達、現地立会

・許認可審査に係る各種台帳、台帳附図等の整備

・災害時等緊急時における業務

・道路法に基づく指導取締り等

・適正化に係る各種台帳、台帳附図等の整備

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人、又は大規模な土木工事を行

う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務、Ｃ

Ｍ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定

業務、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務。 
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※応募要件を満たす企業：６２０者程度

【配置予定管理技術者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、

地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者

支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務（道路）、管理施設調査・運用・点検

業務（道路）、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務 

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規

模な土木工事を行う公益民間企業が発注した土木設計における概略･予備･詳細設

計業務（道路）、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始 令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知 令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日 令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○道路許認可審査・適性化指導業務総合評価方式

本業務は、○○国道事務所及び出張所において、道路法に基づき道路の適正な利用と管理を図る
ため各種申請等の審査･指導等及び道路の不正使用･不法占用の指導取締り等の補助的業務を行
うものであり、円滑な行政手続き等により適切な道路管理を推進することを目的とする。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和７年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

１）道路法に基づく申請書類の受付及び審査等
２）苦情申立（行政相談）等に係る受付、伝達、現地立会
３）許認可審査に係る各種台帳、台帳附図等の整備
４）災害時等緊急時における業務

１．許認可審査業務

【書類審査状況】 【現地調査状況】 【申請書類の確認状況】【道路台帳の修正】
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令和４年度 ○○道路許認可審査・適性化指導業務総合評価方式
中部地方整備局 ○○事務所

２．適正化指導業務

１）道路法に基づく指導取締り等
２）適正化に係る各種台帳、台帳附図等の整備

【放置自転車等の状況把握】 【通行許可書との照合】

【指導取締り状況】
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

3

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和4年度 ○○○○○○業務に
係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者である
こと。

中立公平性に

関する要件

本業務に関連する特定の企業や団体と資本・人事面における関連の有無に関わらず、業務提携及び技術提携等を行うなど、中立性・公平性
に欠ける者でないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

設計共同体における業務実績に関する要件は、代表者、構成員どちらかに業務の実績を有している場合に認める。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行
政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調
査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

設計共同体における業務拠点に関する要件は、代表者または構成員のどちらかが、営業拠点等を有している場合に認める。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○道路許認可審査・適性化指導業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②一級土木施工管理技士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）
⑤道路法第７１条第４項の道路監理員の経験を１年以上有する者
⑥河川又は道路関係の技術的行政経験を２０年以上有する者

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める。また、発注者として従事した同種又は類似業務の経験も実績として認める。（ただし、照
査技術者として従事した業務は除く）

なお、上記の期間に、産前産後休業、育児休業及び介護休業を取得した場合は、当該休業の期間に相当する期間に応じて実績と
して求める期間を延長することができるものとし、この場合においては、休業を取得したことを証明する書類を添付する。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、公物管理補助業務、管理施設調査・運用・点
検業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業
が発注した土木設計における概略･予備･詳細設計業務、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○道路許認可審査・適性化指導業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○道路許認可審査・適性化指導業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概要書（総合評価落札方式） 

１．業務名 令和４年度 ○○用地
よ う ち

補償
ほしょう

総合
そうごう

技術
ぎじゅつ

業務
ぎょうむ

 

２．業務概要 

本業務は、○○の整備事業等に必要な土地等の取得等及びこれに伴う損失の補償に関する

公共用地交渉等を行い、当該事業の用地取得の早期進捗を図ることを目的とする。 

３．業務種別 補償関係コンサルタント 

４．契約方式    一般競争総合評価落札方式（１：２） 

５．契約方式の選定理由 

本業務は、当該事業の用地取得の早期進捗を図る業務であり、仕様が確定しており、提案や

工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。 

６．履行期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

７．予定金額 ○○百万円程度

８．業務内容 

・概況ヒアリング、現地踏査等

・関係権利者の特定、補償額算定書の照合、補償金明細表の作成

・公共用地交渉方針の策定及び公共用地交渉用資料の作成

・権利者に対する公共用地交渉

・公共用地交渉後の措置、移転履行状況等の確認後の措置

９．競争参加資格要件 

【参加表明者（企業）】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務： 国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社又は土地収用法第３条各号の一に規定

する事業を行う者が発注した登録規程第２条第１項の別表及び「補償コンサルタ

ント登録規程の施行及び運用について」（平成 28 年 2 月 1 日付け国土用第 49 号）

記１の別紙に定めるいずれかの業務（用地補償技術補助業務、用地補償総合技術業

務、用地関係資料作成整理等業務及び用地調査点検等技術業務を含む。）。 

※応募要件を満たす企業：６０者程度

53



【配置予定主任担当者】 

平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む） 

同種業務： 国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社又は土地収用法第３条各号の一に規定

する事業を行う者が発注した登録規程第２条第１項の別表及び運用通知記１の別

紙に定める補償関連部門の補償説明業務又は総合補償部門の公共用地交渉業務

（用地補償技術補助業務及び用地補償総合技術業務を含む。）。 

類似業務： 国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社又は土地収用法第３条各号の一に規定

する事業を行う者が発注した登録規程第２条第１項の別表及び運用通知記１の別

紙に定めるいずれかの業務（同種業務を除き、用地関係資料作成整理等業務及び用

地調査点検等技術業務を含む。）。 

10．手続の予定 

入札公告、入札説明書の交付開始 令和 ３年１２月１６日予定 

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月１４日予定 

競争参加資格確認通知 令和 ４年 １月２１日予定 

落札予定者の決定日 令和 ４年 ２月１６日予定 
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業務内容

令和４年度 ○○用地補償総合技術業務総合評価方式

本業務は、道路の整備事業等に必要な土地等の取得等及びこれに伴う損失の補償
に関する公共用地交渉等を行い、当該事業の用地取得の早期進捗を図ることを目的と
する。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所
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補
償
金
額
算
定
書
の
損
失
補
償
基

準
等
と
の
適
合
性
の
照
合

公
共
用
地
交
渉
方
針
の
策
定

公
共
用
地
交
渉
用
資
料
の
作
成

権
利
者
に
対
す
る
公
共
用
地
交
渉

の
実
施

土
地
の
測
量
・
建
物
等
の
調
査

土
地
や
建
物
の
権
利
者
の
調
査

土
地
及
び
建
物
等
移
転
料
の
算
定

事
業
説
明
会

契
約
締
結

移
転
履
行
状
況
の
確
認

取
得
用
地
の
管
理

用地補償総合技術業務の範囲
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○用地補償総合技
術業務に係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている
者であること。

中立公平性に

関する要件

・入札に参加しようとする者は、本業務の履行箇所に係る被補償者との間において、資本的・人的関係がないこと。

・資本的・人的関係がないこととは、次のことをいう。

1)会社法に基づく子会社等、親会社等の関係にないこと。

2)入札参加者自身が被補償者でないこと及び入札参加者の役員が被補償者でないこと又は入札参加者の役員が被補償者の役員を兼ね
ていないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有すること。ただし、地方整備
局用地関係業務成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社又は土地収用法第３条各号の一に規定する事業を行う者が発注した登録規程第２条第１
項の別表及び「補償コンサルタント登録規程の施行及び運用について」（平成 28 年 2 月 1 日付け国土用第49号。）記１の別紙に定める
いずれかの業務（用地補償技術補助業務、用地補償総合技術業務、用地関係資料作成整理等業務及び用地調査点検等技術業務を含
む。）

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○ 用地補償総合技術業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

主任担当者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者

イ 公共用地交渉業務及びこれに関連する業務を総合的に行う業務に関し７年以上の実務の経験を有する者であって、補償業務に
関し５年以上の指導監督的実務の経験を有する者

ロ 補償業務全般に関する指導監督的実務の経験７年以上を含む20年以上の実務の経験を有する者

ハ 登録規程第２条第１項の別表に掲げる総合補償部門に係る補償業務管理者

ニ 一般社団法人日本補償コンサルタント協会が定める「補償業務管理士研修及び検定試験実施規程（平成3年3月28日理事会決
定）（以下「実施規程」という。）第３条に掲げる総合補償部門において実施規程第14条に基づく補償業務管理士登録台帳に登録され
た補償業務管理士

ホ 実施規程第３条に掲げる○○部門、○○部門、○○部門及び補償関連部門の４部門において実施規程第14条に基づく補償業
務管理士登録台帳に登録された補償業務管理士

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局用地関係業務成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認
めない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に向けた工事及び業務の対応により一時中止等の延長措置が執られた業務に
関しては同種又は類似業務の実績と認める。また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当す
る期間に応じて実績として求める期間を延長することができるものとする。

◎同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社又は土地収用法第３条各号の一に規定する事業を行う者が発注した登録
規程第２条第１項の別表及び運用通知記１の別紙に定める補償関連部門の補償説明業務又は総合補償部門の公共
用地交渉業務（用地補償技術補助業務及び用地補償総合技術業務を含む。）。

○類似業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社又は土地収用法第３条各号の一に規定する事業を行う者が発注した登録
規程第２条第１項の別表及び運用通知記１の別紙に定めるいずれかの業務（同種業務を除き、用地関係資料作成整
理等業務及び用地調査点検等技術業務を含む。）。

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

中立公平性

に関する要件
被補償者でないこと及び被補償者の役員を兼ねていないこと。

令和４年度 ○○用地補償総合技術業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○用地補償総合技術業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の適切性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定主任担当者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概 要 書（総合評価落札方式）

１．業務名 令和４年度 ○○資料作成業務
しりようさくせいぎようむ

２．業務概要
本業務は、○○事務所管内における業務に関する資料作成等を行うことにより、
当該事務所の円滑な事業を推進することを目的とする。

３．業務種別 土木関係建設コンサルタント

４．契約方式 一般競争総合評価落札方式（１：２）

５．契約方式の選定理由
本業務は、公共工事に関する実施計画関連資料の作成等を支援する業務であり、

仕様が確定しており、提案や工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待
できるため。

６．履行期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日

７．予定金額 ○○百万円程度

８．業務内容
・公共工事に関する実施計画関連資料の作成
・設計業務成果のとりまとめ
・業務の発注に必要な基礎資料の作成等

９．競争参加資格要件
【参加表明者（企業）】平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完

了予定も対象に含む）
同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土

木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、
公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、
土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調査・運用・点検
業務、測量業務、地質調査業務

※応募要件を満たす企業：６２０者程度

【配置予定管理技術者】平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完
了予定も対象に含む）

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令
市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民
間企業が発注した土木工事に関する発注者支援業務、行政補助業務、
公物管理補助業務

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令
市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民
間企業が発注したCM業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木
設計業務の概略設計・予備設計・詳細設計、土木工事における監理技
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術者又は主任技術者の業務

10．手続の予定
入札公告、入札説明書の交付開始 令和 ３年１２月２３日予定
競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 １月２１日予定
競争参加資格確認通知 令和 ４年 １月２８日予定
落札予定者の決定日 令和 ４年 ２月２４日予定
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業務内容

計画

工事開始

調査・検討

予算要求

■設計業務成果のとりまとめ

■公共工事に関する実施計画関連資料の作成

令和４年度 ○○資料作成業務総合評価方式

本業務は、○○事務所管内における業務に関する資料作成等を行うことにより、当該
事務所の円滑な事業を推進することを目的とする。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和５年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

■業務の発注に必要な基礎資料の作成等

中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○資料作成業務に
係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者である
こと。

中立公平性に

関する要件

・本業務の履行期間中に工期がある当該業務発注者の工事を受注していること、又は工事の下請けをしている者、及びその発注工事に参加
している者と資本面・人事面で関係がある者は、本業務の入札に参加できない。

・資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。

1)一方の会社が他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を有し、又はその出資の総額の１００分の５０を超える出資をし
ている場合。

2)一方の会社の代表権を有する役員が他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている場合。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行
政補助業務、公物管理補助業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調
査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○資料作成業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】
中部地方整備局 ○○事務所
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配置予定

技術者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者。

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②一級土木施工管理技士

③土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

④（一社）全日本建設技術協会による公共工事品質確保技術者（Ⅰ）又は公共工事品質確保技術者（Ⅱ）又は発注者が認めた同等
の資格を有する者

⑤ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注した土木工事に関する発注者支援業務、行政補助業務、公物管理 補助業務

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土
木工事を行う公益民間企業が発注したＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計における概略･予備･詳
細設計業務、土木工事における監理技術者又は主任技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

全ての手持ち業務の件数が10件未満（R4.4.1現在（本業務は含まない。特定後未契約含む））

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○資料作成業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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令和４年度 ○○資料作成業務総合評価方式

【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

中部地方整備局 ○○事務所
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概 要 書（総合評価落札方式）

１．業務名 令和４年度 ○○国道道路情報管理業務
こくどう ど う ろ じようほうか ん り ぎようむ

２．業務概要
本業務は、○○国道事務所管内において、安全で円滑な道路交通を確保するため、
道路情報の収集及び各種監視装置・観測装置の監視、関係機関・関係者への連絡、
道路利用者への情報提供などの道路情報の管理を閉庁日及び平日の昼夜を問わず継
続して実施する業務である。

３．業務種別 土木関係建設コンサルタント

４．契約方式 一般競争総合評価落札方式（１：２）

５．契約方式の選定理由
本業務は、道路情報の収集及び管理等を実施する業務であり、実施方針や実施手

順、技術的工夫を求めることにより、より高い品質の成果が期待できるため。

６．履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日

７．予定金額 ○○百万円程度

８．業務内容
・道路情報管理業務

９．競争参加資格要件
【参加表明者（企業）】平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完

了予定も対象に含む）
同種業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土

木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、
公物管理補助業務、情報管理業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバ
イザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画策定業務、管理施設調
査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

※応募要件を満たす企業：６２０者程度

【配置予定管理技術者】平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完
了予定も対象に含む）

同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県、政令
市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民
間企業が発注した公物管理補助業務（道路）、道路情報管理業務

類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県・政令
市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民
間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、管理施設調査・運
用・点検業務（道路）、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業
務、土木設計における概略設計・予備設計・詳細設計業務（道路）、
土木工事における監理技術者の業務
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10．手続の予定
入札公告、入札説明書の交付開始 令和３年１２月２３日予定
競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和４年 １月２１日予定
競争参加資格確認通知 令和４年 １月２８日予定
落札決定日 令和４年 ２月２４日予定
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業務内容

令和４年度 ○○国道道路情報管理業務総合評価方式

本業務は、○○国道事務所管内において、安全で円滑な道路交通を確保するため、

道路情報の収集及び各種監視装置・観測装置の監視、関係機関・関係者への連絡、
道路利用者への情報提供などの道路情報の管理を閉庁日及び平日の昼夜を問わず
継続して実施する業務である。

【業務の概要】

履行期間：令和４年４月１日～令和６年３月３１日（予定） 予定金額：○○，○○○千円

中部地方整備局 ○○事務所

道路情報の収集及び監視

道路情報板による情報提供

関係機関への連絡

(財)日本道路交通情報センターＨＰより
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

2

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名停
止の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

・法人税並びに消費税及び地方消費税の滞納がないこと。

・労働保険、厚生年金保険等の適用を受けている場合、保険料の滞納がないこと。

中立公平性に

関する要件

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局管内に営業拠点等(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有する者であること。

・業務の主たる部分を再委託する者でないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局等委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認めない。

◎業務：国、特殊法人等、地方公共団体、地方公社、公益法人又は大規模な土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行

政補助業務、公物管理補助業務、情報管理業務、ＣＭ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計業務、調査検討・計画

策定業務、管理施設調査・運用・点検業務、測量業務、地質調査業務

【競争参加資格要件（案） １／２】

令和４年度 ○○国道道路情報管理業務総合評価方式
中部地方整備局 ○○事務所
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に欠ける者でないこと。



中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

配
置
予
定
管
理
技
術
者

資格要件に

関する要件

いずれかの資格等を有する者

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②一級土木施工管理技士

③土木学会特別上級土木技術者、土木学会上級土木技術者又は土木学会１級土木技術者

④ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

⑤道路法第７１条第４項の道路監理員の経験を１年以上有する者

⑥道路又は河川関係の技術的行政経験を２０年以上有する者

業務実績に

関する要件

・平成１９年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有す
ること。

ただし、地方整備局等委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認
めない。

業務実績には、平成１９年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な

土木工事を行う公益民間企業が発注した公物管理補助業務（道路）、道路情報管理業務

○類似業務：国、都道府県、政令市、特殊法人等、地方公共団体（都道府県及び政令市を除く）、地方公社、公益法人又は大規模な

土木工事を行う公益民間企業が発注した発注者支援業務、行政補助業務、管理施設調査・運用・点検業務（道路）、Ｃ

Ｍ業務、ＰＦＩ事業技術アドバイザリー業務、土木設計における概略･予備･詳細設計業務（道路）、土木工事における監

理技術者の業務

直接的雇用関係 本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の代表者と直接的雇用関係がなければならない。

手持ち業務量

に関する要件

全ての手持ち業務の契約金額が５億円未満（Ｒ４．４．１現在（本業務を含まず、特定後未契約のものを含む））

全ての手持ち業務の件数が１０件未満（Ｒ４．４．１現在（本業務は含まない。特定後未契約のものを含む））

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ６２０者程度

令和４年度 ○○国道道路情報管理業務総合評価方式
中部地方整備局 ○○事務所
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【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

80点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２ （ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

【技術評価】

（技術提案書） ６０点

・ 業務理解度 ：業務の目的、条件、内容の理解度
・ 実施体制 ：業務実施体制の妥当性
・ 評価テーマ(的確性)：必要なキーワード（着眼点、問題点、

解決方法）が網羅されている場合
・ 評価テーマ(実現性)：提案内容に説得力がある場合

１０点
２０点
２０点

１０点
１テーマ

○技術点 ＝ ６０点 × （技術評価の合計得点／８０点）

（配置予定管理技術者） 15点

・ 資格要件 ： 技術者資格等
・ 専門技術力 ： 業務実績
・ 情報収集力 ： 当該事務所、周辺での業務実績

５点
５点
５点

（配置予定担当技術者） 5点

・ 専門技術力 ： 業務実績 ５点

令和４年度 ○○国道道路情報管理業務総合評価方式
中部地方整備局 ○○事務所
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概 要 書（総合評価落札方式）

１．業務名 令和４年度 ○○技術資料作成業務
ぎじゆつしりようさくせいぎようむ

２．業務概要
本業務は、○○事務所管内における公共工事に関する地元協議用資料作成、関係

機関協議用資料作成、技術資料とりまとめ等を行うものである。

３．業務種別 土木関係建設コンサルタント

４．契約方式 一般競争総合評価落札方式（１：２）

５．契約方式の選定理由
本業務は、公共工事に関する地元協議用資料等の作成及び技術資料とりまとめを

行う業務であり、実施方針を評価することにより、より高い品質の成果が期待でき
るため。

６．履行期間：契約締結日の翌日～令和５年３月３１日（予定）

７．予定金額 ○○百万円程度

８．業務内容
・公共工事に関する地元協議用資料作成 １式
・関係機関協議用資料作成 １式
・技術資料とりまとめ等 １式

９．競争参加資格要件
同種業務：○○予備設計又は○○詳細設計 【○○には河川又は道路を記載】
類似業務：○○予備設計又は○○詳細設計

【同種に河川を記載した場合は道路を記載、逆の場合は河川を記載】
※応募要件を満たす企業：３２０者程度

10．手続の予定
入札公告、入札説明書の交付開始 令和 ４年 ２月１７日予定
競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和 ４年 ３月１１日予定
競争参加資格確認通知 令和 ４年 ３月１８日予定
開札日 令和 ４年 ４月１３日予定
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業務内容

令和４年度 ○○技術資料作成業務総合評価方式

本業務は、○○事務所管内における公共工事に関する地元協議用資料作成、関係機
関協議用資料作成、技術資料とりまとめ等を行うものである。

【業務の概要】

履行期間：契約締結日の翌日～令和５年３月３１日（予定） 予定金額：○○百万円程度

○公共工事に関する地元協議用資料作成

公共工事の実施に伴う地元関係者との協議・調整に必要な資料の作成を行う。

○関係機関協議用資料の作成

公共工事の実施に伴う関係機関との協議・調整に必要な資料の作成を行う。

○技術資料とりまとめ等

発注業務設計図書案の作成、各種設計・調査業務の成果並びに工事に関する各種資料整理し、
調査・計画・管理業務に必要な資料の作成を行う。
工事コスト縮減データとりまとめなど、技術管理上重要な資料のとりまとめ及び作成を行う。

中部地方整備局 ○○事務所

1
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基本的

要件

単体

企業

・予算決算及び会計令第70条及び第71条の規定に該当しない者であること。

・中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における土木関係建設コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加資格の
認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法（平成11年
法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備局長が別に定める手続
に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

・会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記の
再認定を受けた者を除く。）でないこと。

・競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に、中部地方整備局から建設コンサルタント業務等に関し、指名停止
の措置を受けていないこと。

・警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずるものとして、国土交通省公共事業等からの排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。

設計

共同体

・上記に掲げる条件を満たしている者により構成され、業務の特性に応じた分担業務となっている設計共同体であって、「競争参加者の資格
に関する公示」（令和２年１２月１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○技術資料作成業
務に係る設計共同体としての競争参加者の資格(以下「設計共同体としての資格」という｡)の認定を当該業務の開札日までに受けている者で
あること。

業務実績に

関する要件

・平成２４年度以降に完了した以下に示す業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において、１件以上の実績を有していること。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績は認めない）の場合は実績として認めない。

◎同種業務：○○予備設計又は○○詳細設計 【○○には河川又は道路を記載】

○類似業務：河川予備設計又は河川詳細設計 【同種に河川を記載した場合は道路を記載、逆の場合は河川を記載】

業務実施体制に

関する要件

・中部地方整備局等管内に業務拠点(配置予定管理技術者が恒常的に常駐し業務を行うところ）を有するものであること。

・業務の主たる部分を再委託するものでないこと。

・業務の分担構成が不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

令和４年度 ○○技術資料作成業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） １／２】

中部地方整備局 ○○事務所

2
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中部地方整備局 道路部
交通対策課

3

評価項目 競争資格要件

配置予定

技術者

（管理技術者）

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの競争参加資格要件として設定した資格等を有する者

①技術士（総合技術監理部門－建設又は建設部門）

②土木学会が認定した特別上級土木技術者、上級土木技術者又は１級土木技術者

（平成22年度迄の特別上級、上級、１級技術者も含む）

③ＲＣＣＭ又はＲＣＣＭと同等の能力を有する者（技術士部門と同様の部門に限る）

④①～③と同等と認められる者

業務実績に

関する要件

・平成２４年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む）において１件以上の実績を有する
こと。

ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績として認め
ない。

業務実績には、平成２４年度以降に元請として同種又は類似業務に従事した経験のほか、出向又は派遣、再委託を受けて行った
業務実績も同種又は類似業務として認める（ただし、照査技術者として従事した業務は除く）。また、発注者として従事した同種又は
類似業務の経験も実績として認める。

また、上記期間に出産・育児等による休業を取得した場合は、当該休業期間に相当する期間に応じて実績として求める期間を延長
することができるものとする。

◎同種業務：○○予備設計又は○○詳細設計 【○○には河川又は道路を記載】

○類似業務：河川予備設計又は河川詳細設計 【同種に河川を記載した場合は道路を記載、逆の場合は河川を記載】

手持ち業務量

に関する要件

令和４年４月１日現在の手持ち業務量（本業務を含まない。特定後未契約のもの及び落札決定通知を受けているが未契約のものを
含む。また、履行期限が令和３年３月３１日以前となっているものは含まない。さらに、複数年契約の業務の場合は、当該年の履行
高予定額とし、設計共同体における手持ち業務量は、各構成員の分担額とする。）が５億円未満かつ１０件未満であること。

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

令和４年度 ○○技術資料作成業務総合評価方式

【競争参加資格要件（案） ２／２】

応募要件を満たす企業 ： ３２０者程度

中部地方整備局 ○○事務所
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【総合評価の方法】

○価格点 ＝ ３０点 × （１－入札価格／予定価格）

６０点

○総合評価点 ＝ 価格点＋技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １ ： ２
（ 価格点３０点 ： 技術点６０点 ）

（技術提案書） ３０点
・ 実施方針 ： 課題対応方針、実施手順、品質向上

（現地体制）
３０点

○技術点 ＝ ６０点
（基本事項（企業）） １０点
・ 業務実績 ： 同種及び類似の業務実績
・ 業務成績 ： 同種及び類似の業務成績
・企業信頼度： 優良表彰の有無
・ 業務拠点 ： 業務拠点の所在地

２点
４点
２点
２点

（基本事項（技術者）） ２０点
・資格 ： 技術士、博士、ＲＣＣＭ等
・ 業務実績 ： 同種及び類似の業務実績
・ 業務成績 ： 同種及び類似の業務成績
・ ＣPD取得 ： CPD取得状況
・幅広い取組： BIM/CIM、新技術、学会誌への投稿
・海外インフラプロジェクト優良技術者

３点
３点
１０点
２点（※）
２点（※）
４点（※）

令和４年度 ○○技術資料作成業務総合評価方式

中部地方整備局 ○○事務所

4

※３項目（ＣＰＤ取得、幅広い取組、海外インフラプロジェクト優良技術者）の
合計値で評価（上限４点）
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概 要 書（総合評価落札方式）

１．業 務 名 令和４年度 ○○○用地調査点検等技術業務

２．業務概要

本業務は、○○事務所が施行する事業に必要な用地取得の事務に関して、円滑・迅

速な用地取得を図るため、補償金算定書等の点検・調製確認、用地関係資料の作成等

の業務を行うものである。

３．業務種別 補償関係コンサルタント

４．契約方式 一般競争総合評価落札方式（１：２）持ち帰り業務

５．契約方式の選定理由

本業務は、公共事業に必要な用地取得の事務に関して、補償金算定書等の点検・調

製確認、用地関係資料の作成等を行う業務であり、実施方針を評価することにより、

高い品質の成果が期待できるため、本契約方式とする。

６．履行期間：契約締結日の翌日～令和５年３月３１日（予定）

７．予定金額 ○○百万円程度

８．業務内容 （１）用地調査等業務の工程管理補助 １式

（２）資料収集調査 １式

（３）現地確認調査 １式

（４）調査書等の点検・調製確認 １式

（５）用地関係資料の作成 １式

（６）記録簿等の作成 １式

９．競争参加資格要件

同種業務： 補償コンサルタント登録規程第２条第１項の別表に掲げる登録部門の

うち、○○部門、△△部門、□□部門の３部門全てに係る補償業務（用

地関係資料作成整理等業務、用地調査点検等技術業務及び用地補償技術

補助業務を含む。なお、３部門の実績は同一業務による実績でなくても

よい。）。

各部門には業務内容に応じて、①土地調査、②土地評価、③物件、④

機械工作物、⑤営業補償・特殊補償、⑥事業損失及び⑦補償関連のい

ずれかの部門を設定し、部門数も併せて変更。
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類似業務： 補償コンサルタント登録規程第２条第１項の別表に掲げる登録部門に

係る補償業務（同種業務を除く。）

競争参加資格要件を満たす企業：３６０者程度

１０．手続きの予定

入札公告、入札説明書の交付開始 令和４年２月１７日予定

競争参加資格確認申請書、技術提案書の提出期限 令和４年３月１１日予定

競争参加資格確認通知 令和４年３月１８日予定

開札日 令和４年４月 ７日予定
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令和４年度 ○○○用地調査点検等技術業務

事業計画担当課

①（用地調査等業務の工程管理補助）

中部地方整備局 用地部

土地・建物登記簿の調査

戸籍簿等調査

用地測量（土地）

用地調査（物件）

④（調査書等の点検・調製確認）

土地・物件調書の作成

損失補償金台帳の作成

④（調査書等の点検・調製確認）

補償金額の算定

説明資料等の作成

用地交渉（補助）

補償金明細表の作成

⑥（記録簿等の作成）

用地交渉の妥結(補助)

物件移転の検査

後払金の支払い

前払金の支払い

所有権の移転登記

土地の引渡し

説明会の開催等

幅杭の打設

現地踏査

用地取得計画の策定

実施計画の決定

一般競争総合評価落札方式

１．業務の概要
本業務は、○○事務所が施行する事業に必要な用地取得の事務に関して、円滑・迅速な用地取得を図るため、
補償金算定書等の点検・調製確認、用地関係資料の作成等の業務を行うものである。

２．主な業務
①用地調査等業務の工程管理補助、②資料収集調査、③現地確認調査、④調査書等の点検・調製確認、
⑤用地関係資料の作成、⑥記録簿等の作成

３．履行期限 契約締結日の翌日～令和５年３月３１日（予定）

４．業務の実施イメージ

本業務の範囲

③（現地確認調査）

③（現地確認調査）

⑤（用地関係資料の作成）

②（資料収集調査）
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【競争参加資格要件(案)】１／２
評価項目 競争資格要件

参加表明者

（企業）

基
本
的
要
件

単体
企業

予算決算及び会計令第７０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。

中部地方整備局（港湾空港関係を除く。）における補償関係コンサルタント業務に係る令和３・４年度の一般競争（指名競争）参加
資格の認定を受けていること。（会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続き開始の申し立てがなされている者については、手続開始の決定後、中部地方整備
局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けていること）。

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（一般
競争参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。

競争参加資格確認申請書等の提出期限の日から開札の時までの期間に中部地方整備局長から建設コンサルタント業務等に関し、指名
停止の措置を受けていないこと。

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準ずる者として、国土交通省公共事業等からの排除要請が
あり、当該状態が継続している者でないこと。

設計
共同
体

上記に掲げる条件を満たしている者により構成される設計共同体であって、「競争参加者の資格に関する公示」（令和２年１２月

１６日付け中部地方整備局長）に示すところにより、中部地方整備局長から令和４年度 ○○○用地調査点検等技術業務に係る設計
共同体としての競争参加者の資格の認定を当該業務の開札日までに受けている者であること。

業務拠点に

関する要件
中部地方整備局管内に技術者が１名以上常駐する本社（店）、支社（店）又は営業所等を有する者であること。

業務実施

体制に関

する要件

・再委託の内容が主たる業務でないこと。

・業務の分担構成が、不明確又は不自然でないこと。

・設計共同体の場合に、業務の分担構成が必要以上に細分化されていないこと。

・当該業務に関連する△△部門及び□□部門に係る補償業務管理者の登録を受けていること又は補償業務管理士を有すること。

業務実績に

関する要件

平成２４年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む。）において、１件以上の実績を有

していること。ただし、業務の実績のうち地方整備局用地関係業務成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務成績

は認めない。）の場合は実績として認めない。

同種業務：補償コンサルタント登録規程（以下「登録規程」という。)第２条第１項の別表に掲げる登録部門のうち、○○部門、

△△部門、□□部門の３部門すべてに係る補償業務（用地調査点検等技術業務、用地関係資料作成整理等業務、用地

調査点検等技術業務及び用地補償技術補助業務を含む。なお、３部門の実績は同一業務による実績でなくてもよ

い。）。

類似業務：登録規程第２条第１項の別表に掲げる登録部門に係る補償業務（同種業務を除く。）。

中部地方整備局 用地部

令和４年度 ○○○用地調査点検等技術業務一般競争総合評価落札方式 中部地方整備局 用地部
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【競争参加資格要件(案)】２／２

※ 競争参加資格要件を満たす企業：３６０者程度

評価項目 競争資格要件

配置予

定主任

担当者

資格要件に

関する要件

以下のいずれかの資格等を有する者であること。

・登録規程第２条第１項の別表に掲げる○○部門に係る補償業務管理者

・一般社団法人日本補償コンサルタント協会が定める補償業務管理士研修及び検定試験実施規程第３条に掲げる○○部門に係る補

償業務管理士

・登録規程第２条第１項の別表に掲げる○○部門に係る補償業務に関し、７年以上の実務経験を有する者

・補償業務全般に関する指導監督的実務の経験３年以上を含む２０年以上の実務の経験を有する者

業務実績に

関する要件

平成２４年度以降に完了した以下に示す同種又は類似業務（令和３年度完了予定も対象に含む。）において、１件以上の実績を有す
ること。ただし、地方整備局委託業務等成績評定要領に基づく業務成績が６０点未満（未完了の業務は含まない）の場合は実績とし
て認めない。

同種業務：登録規程第２条第１項の別表に掲げる登録部門のうち、○○部門、△△部門、□□部門の３部門すべてに係る補償業

務（用地調査点検等技術業務、用地関係資料作成整理等業務、用地調査点検等技術業務及び用地補償技術補助業務を含

む。なお、３部門の実績は同一業務による実績でなくてもよい）。

類似業務：登録規程第２条第１項の別表に掲げる登録部門に係る補償業務（同種業務を除く。）。

手持ち業務
量に関する
要件

令和４年４月１日現在の全ての手持ち業務（本業務は含まない。特定後未契約のもの及び落札決定通知を受けているが未契約のもの
を含む。）の契約金額合計が５億円未満かつ手持ち業務の件数が１０件未満である者であること。なお、複数年契約の業務の場合は、
当該年の履行高予定額とし、設計共同体における手持ち業務量は、各構成員の分担額とする。

参加資格要件の有無 上記の要件を全て満足する。

中部地方整備局 用地部

令和４年度 ○○○用地調査点検等技術業務一般競争総合評価落札方式 中部地方整備局 用地部

80



【総合評価の方法】

中部地方整備局 用地部

○総合評価点 ＝ 価格点 ＋ 技術点 （加算方式）

○価格点と技術点の配分 ＝ １：２ （価格点３０点：技術点６０点）

●技術点 ＝ ６０点

（基本事項（企業）） １０点

・業務実績 ：同種又は類似業務の実績

・業務成績 ：同種又は類似業務の成績

・企業信頼度 ：優良表彰の有無

・業務拠点 ：業務拠点の所在地

（基本事項（技術者）） ２０点

・業務実績 ：同種又は類似業務の実績

・業務成績 ：同種又は類似業務の成績

・ＣＰＤ取得 ：優良表彰の実績

・幅広い取組 ：学会誌への投稿

・地域精通度 ：当該事務所周辺での業務経験

（技術提案書） ３０点

・実施方針 ：課題対応方針、実施手順、品質向上

●価格点 ＝ ３０点×（１－入札価格／予定価格）

令和４年度 ○○○用地調査点検等技術業務一般競争総合評価落札方式 中部地方整備局 用地部

２点

４点

２点

２点

３点

１０点

２点

２点

３点

３０点
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